
江南市自治基本条例検討委員会設置要綱 

 

 （目的） 

第１条 市民の自治意識と自治能力をより高め、まちづくりを進めることを目的

とした市民自治の進展を図るための条例の制定に向けての調査及び研究並びに

条例案の検討を行うため、江南市自治基本条例検討委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 

 (所掌事務) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 (１) 市民自治の進展を図るための条例の調査及び研究に関すること。 

 (２) 市民自治の進展を図るための条例案の検討に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）市議会議員 

（３）満１８歳以上の者で市内に在住、在勤又は在学している者であって公募に

応じた者 

（４）市職員 

３ 委員の任期は、委嘱の日から３年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、会長は、委員のうち学識経験を有する者の中から、

委員の互選により選出する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した

委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、会長が必要に応じて招集する。 



２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明

又は意見を聞くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、経営企画部地域協働課において処理する。 

 （雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１４日から施行し、第２条に掲げる所掌事務の終

了をもって、その効力を失う。 

 


